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《資料紹介》
今回紹介するグリーンウッド報告は, 1855年の法曹院・法曹予備院調査報告
書 (Report of the Royal Commission on the Arrangements in the Inns of Court and
Inns of Chancery for promoting the study of the Law and Jurisprudence, 1855)
証言録の付録として付されたものである
(１)
｡ イギリスの近代法学教育改革の出発
点としては, ｢イングランドにもアイルランドにも法学教育の名に値するもの
は存在しない｣ と断じ, ｢こうした科学的法学教育の欠如の結果, 専門職業に
関わる細かな実務的利害に煩わされることなく科学としての法学に専心しうる
人々, 即ち, 大陸における法学者 (legists or jurists) といわれる階層を欠いて
いる｣ として法曹教育制度の改革を推奨した1846年法学教育に関する議会特別
委員会の報告が端緒であり, この報告書に続いて, 1852年にはケンブリッジ,
オックスフォード両大学の調査も行われ大学法学教育の実態も明らかにされる
こととなった
(２)
｡ 1855年委員会では, さらに法曹院, 法曹予備院の法学教育の改
善の具体策が探られることとなったのであるが, これらの報告書には, 当時の
法曹界の第一人者の膨大な証言録と資料が付されており, 法史研究の第一級の
資料となるものである
(３)
｡
上記調査報告の付録として付された本報告書は, グリーンウッドが1854年８
月から10月にかけてグナイスト, ミッテルマイヤー等, 我が国にもなじみの深
いドイツの法学者達に, ドイツにおける法学教育, 法曹教育のアンケートを行
ない, 合わせてイギリスにおける法学教育改革について意見を求めた回答結果
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を同年12月にグリーンウッドが纏めて報告したものである｡
グナイストやミッテルマイヤーの法学教育論については, ドイツ法史研究者
からも関心が持たれていたが, 上記の資料はイギリスの議会報告書の付録とい
うこともあり, ドイツ法史の研究者には発見されにくいもので, あまり利用さ
れていなかったように思われる
(４)
｡
文書回答を寄せた５名の学者については本報告末尾に記されている｡ 報告内
容からみても, グナイスト, ミッテルマイヤーのものが最も詳細で信頼されて
いるようである｡
グナイストは, ヘーゲルの弟子ガンスから博士号を取得, 1842年サヴィニー
の立法改訂大臣就任による転出後, ベルリン大学私講師からローマ法担当の員
外教授となっており, 報告書でも, ベルリン大学で [私] 講師, 民事及び刑事
法 [員外] 教授 (Professor of Civil Law and Criminal Law) 10年を勤めている
と語っている｡ しかし, アンケート記載当時 [1854年] には, 既に, 学生向け
にイングランド憲法の講義を行っていると語られており, 最後の紹介欄ではベ
ルリン大学公法教授 (Professor of Public Law) の肩書となっている｡ 因みに,
アンケートに英文で答えたのはグナイストのみである｡
彼がイギリスへの関心を持ち始めたのは３月前期の陪審制度の高まりの中で
出版した 『ドイツ陪審制度の形成』 (1849
(５)
) の頃かも知れない｡ 本格的なイン
グランド法史研究の出版はアンケート回答後で, 1857年には 『イングランドに
おける官僚制度の歴史と現在 the Geschichte und heutige Gestalt der in
England』 を上梓｡ 185763年の 『現代イギリス憲法行政法 Das heutige
englische Verfassungs- und Verwaltungsrecht』 の出版により1858年にはローマ
法正教授に任命されている｡ また, 1859年 『イギリス地方制度』 を出版し,
1867年には, プロイセンの官僚主義的法曹制度を批判して 『自由弁護士―プロ
イセンにおけるあらゆる司法改革の中の第一の要求―』 を公刊しているが, そ
のプロイセン法曹制度批判の要点は, 本報告書においても既に明らかにされて
いた
(６)
｡
もう一人のミッターマイヤーは三月前期の予備議会の議長としても有名であ
るが, その最中にイギリスでクリースィーが人民憲章運動に対抗して出版した
ばかりの 『英国憲制教科書』 (1848) をフランツ・リーバーがイングランド的
グ
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
報
告
(
一
八
五
四)
に
み
る
ド
イ
ツ
諸
邦
の
法
学
教
育
・
法
曹
養
成
制
度
46(914) 法と政治 70巻 3号 (2019年 11月)
自由, フランス的自由を論じた付録を付して 『英国憲制の最近の発展』 として
紹介しているのが注目される｡ 1829年にツァハリエとともに 『外国法学・立法
批判雑誌』 を創刊しているように, 立法準備としての比較法的関心が強かった
といわれている
(７)
｡
文書回答原本が現存するか否かは現段階では調査を行っていない｡ 学者の中
では, ハイデルベルグ大学が多く代表されている｡ オースティンが新設のボン
大学留学に先だって立ち寄ったのもティボーのいたハイデルベルグ大学であり
(８)
,
本報告でも出てくるヴァンゲロウはティボーの弟子である｡ ボン大学も調査先
に挙げられてるいるが, ナポレオン法典が通用しているライン州の中心大学で
あり, ハイデルベルグ大学もナポレオン法典を継受したバーデン民法典地域で
あったことが影響したのかも知れない｡ しかし, 元を辿れば, 同大学はイング
ランドで名声を博したプーフェンドルフのために最初に万民法講座が開設され
た大学であり, 後にベルリン大学に移るヘーゲルが 『哲学的諸学問のエンチク
ロペディー』 を出版したのも同大学時代であった｡ 彼がティボーとも交流をも
つたことも有名である｡ 同大学でヘーゲルがガンスに出会い, ガンスがベルリ
ン大学法学部長となりグナイストの博士論文の指導教官となったことを考える
と｡ グナイストが調査先となったのは, むしろ, この人脈であったのかも知れ
ない｡ グナイストの正教授就任にはハイデルベルグ大学のロバート・フォン・
モールが祝福を寄せたといわれている
(９)
｡
同大学は48年法学教育改革委員会のモリアティも訪問を行っており, 一足早
く法学教育改革に取り組み始めたダブリン法曹協会にも言葉を寄せていた｡
もう一つの調査先チュービンゲン大学は, ヘーゲルの母校でヘーゲルのイギ
リスへの関心が当地のテュービンゲン契約にあったといわれるようにイングラ
ンド憲法への関心の高いヴェルテンベルグの中心大学であった｡ 尤も, 同大学
のヴァルンケーニッヒの立場は, 微妙である
(10)
｡ 何れにせよ, これらの大学は全
てライン河岸の西南ドイツ地域であったことは注目に値する｡
なお, 報告者トーマス グリーンウッド (17901871) は議会特別委員会メ
ンバーであり, 『オックスフォード国民人名辞典』 では歴史家として紹介され
ているように, むしろドイツ史家として有名であり, ケンブリッジ, セント・
ジョーンズ学寮出身 (1815 BA, 1831 MA) でダーラム大学の講師に任命され,
英
法
史
資
料
邦
訳
紹
介
法と政治 70巻 3号 (2019年 11月) 47(915)
1836年には ｢ドイツ史第一巻, 未開時代｣ を出版している｡ しかし, 翌年グレ
イ法曹院の評議員にとなり, 1841年から２年にかけては法曹院事務局長
(treasurer) を努めたように, 実は上層実務法曹メンバーでもあり (1809 グレ
イ法曹院入会, 1817 法廷弁護士資格獲得), その意味では, ドイツの法学教育
の調査にとって打ってつけの委員であったといえよう｡
(１) Appendix to the Report of the Commissioners, pp. 272281.
(２) Brian Abel-Smith and Robert Stevens, Lawyers and The Courts, A Sociological Study of
the English Legal System 17501965 (London : Heinemann, 1967) p. 64ff. 1846年の法学教
育改革委員会報告書及びオックスフォード, ケンブリッジ両大学調査報告については, 深
田三徳 ｢イギリス近代法学教育の形成 (一)～(二)｣ 同志社法学21巻２号, 21巻４号を参
照｡ ヘーゲルは ｢イギリス選挙法改正法案について｣ (1831) で, マグナ・カルタ, 権利
章典も含め, イギリス國法, 私法制度の固有の ｢実定的性格｣ を以下のように問題視して
いた｡ ｢いかなる権利も, またその法律も, 形式においては, たしかに最高の国家権力に
よって制定され, 制度化されたものとして実定的なものであり, これに対しては, それが
法律であるが故に服従されねばならない｡ しかし, これらの諸権利が, その実質的内容に
おいても, たんに実定的なるものであるにすぎないか, それともそれ自身において正しき
もの, 理性的なものであるかの区別をするために, 今日ほど常識が求められている時代は
ない｡ そして, 大陸諸国民が, イギリスのもつ自由の宣言と, その国民がみずからの立法
についてもつ自負によって, 常に畏敬の念をいだかされてきただけに, イギリス憲法ほど,
この区別をよく見究めるべく, 判断が駆り立てられる憲法はない｡ ……この実定的な諸規
定のまとまりのない寄せ集めは, 大陸の文化においては既に完遂され, 例えば, ドイツの
諸地方でも, その期間の長短の差はあるにせよ, すでに享受している経験と改造とを経験
していないのである｣｡ 即ち, この第一の契機としての ｢法の学問的な改訂｣ こそが, イ
ギリスに欠けていると批判していた｡ ヘーゲル 『政治論文集 (下)』 上妻精訳 (岩波文庫)
185187頁｡
(３) 本資料邦訳は, 黒田忠史教授を代表とする基盤研究 (Ｂ) ｢十九・二十世紀五ヶ国
(独・英・日・仏・米) における法曹養成と法学教育｣ (研究課題番号1142003) の副産物
である｡ 筆者の研究の焦点がセルボーンの綜合法科大学設立案を中心とするものへと移っ
た中で, 未公表のままとなっていたのであるが, 今年度の法制史学会での報告を聞き, 遅
ればせながらも公表するのも無駄では無いと考え, 筐底から救い出した次第である｡ 深尾
裕造 『一九世紀後半イングランド法曹養成制度の展開とその帰結―セルボーン郷総合法科
学校設立法案に関連して―』 『法と政治』 55巻307359頁参照｡
(４) ドイツ法史からの研究としては, 以下を参照｡ 上山安敏 ｢官僚制・国家試験・官僚法
学 (一)｣ 法学論叢九一巻二号七頁以下｡ ｢ドイツ第二帝政期の権力構造 (三)｣ 法学論叢
八三巻四号四三頁以下｡ 同 『憲法社会史』 第二章 ｢公法実証主義と官僚制｣ とりわけ同章
第三節国家試験と公法実証主義｡ 西村稔 ｢ドイツ官僚法学の形成と国家試験｣ 上山安敏編
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『近代ヨーロッパ法社会史』 (ミネルヴァ書房, 1987) 所収 240263頁｡
(５) Rudolph von Gneist, Die Bildung der Geschworenengerichte in Deutschland, Berlin : L.
Oehmigke, 1849. 尚, 同年三月前期のベルリンの政治状況に関する Berliner 	

politische Skizzen aus der Zeit vom 18. 1948 bis 18. 1849 (Berlin : Besser, 1849)
も出版｡ ｢若きグナイストの思想と経歴｣ については, 上山安敏 『憲法社会史』 (日本評論
社, 1977) 44頁以下参照
(６) 黒田忠史 ｢ドイツにおける ｢法律家｣ 養成の歴史と特質｣, 黒田忠史 『十九・二十世
紀五ヶ国 (独・英・日・仏・米) における法曹養成と法学教育』 (科研報告書) 所収3739
頁｡ 同書出版の翌年, 1868年普墺戦争におけるプロイセン勝利以降のリベラル派の路線転
換に関しては上山 『憲法社会史』 5456頁参照｡ かくして, 自由なプロフェッションとし
ての法曹の成立の道も断たれることとなるのである｡
尚, イギリス法史研究者には馴染み深い 『イギリス憲法史 Englische Verfassungsge-
schichte』 が出版されるのは晩年の1882年 (英訳版は1886年) である｡
(７) E. S. Creasy, The Text-Book of the Constitution ; Magna Charta, the Petition of Right and
the Bill of Rights (1848). Die englische Staatsverfassung in ihrer Entwickelung nach der
neuesten Schrift von E. S. Creasy ; dargestellt von Dr. Mittermaier ; mit einem Anhange von
Dr. Franz Lieber, in Nordamerika, uber die englische und franzosische Freiheit ( J. C. B. Mohr)
(1849).
クリースィは, 人民憲章運動沈静後に, 1853年に同書を The Rise and Progress of the
English constitution と解題して出版, 19世紀を通してベスト・セラーとなるが, 第３版
(1856) 以降, Francis Lieber, On Civil Liberty and Self-government (London, 1853) の影響
を受け地方自治の議論を加えている｡ 同書は尾崎三良著 『英國成文憲法纂要』 (1874) に
も大きな影響を与えたと考えられる｡
三月革命前期のドイツ法律学の学問状況については, 西村稔 『知の社会史』 (木鐸社,
1987) 2635頁参照｡ ミッテルマイヤーへの評価については, 同書32頁, 4041頁注(32),
(33)参照｡
リーバー (Lieber, Francis, 18001872) の ｢自治論｣ については, 李秡著 『自治論 一
名人民の自由』 上・下, 林董訳 (1880) として知られており, グナイストの弟子モッセを
軸に提出された府県制草案 (内閣原案) 1888に対する井上毅の批判 ｢杞憂｣ (1888年10月
５日付提出) は, このリーバーの議論への杞憂であった｡ 居石正和 『府県制成立過程の研
究』 (法律文化社, 2010) 127頁註(49)
リーバー自身, ブルッシェンシャフト運動でプロイセン官憲に追われアメリカに渡った
経歴からして危険視される要素をもっていたのだが, むしろ, 訳者の林董は陸奥の神奈川
県令事時代の部下で賓雑吾 (ベンサム) 『刑法論綱』 (187779年) を訳しており, 陸奥は
投獄時に星亨からの差し入れで, ベンサムの 『立法及び道徳の諸原理』 を日耳爾便撒謨著
『利學正宗』 上巻, 下巻 (1883.111884.1) を訳したとされているが, 以前からベンサム
に興味を抱いていたのであろう｡ 星は, 在英時に法曹院でクリースィの憲法講義を受けた
が, バリスタ試験ではベンサム流の一院制論を展開してクリースィーに詰問されている｡
野沢一編著 『星亨とその時代』 (平凡社：東洋文庫；1：437, 438) 1078 頁, 117頁,
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144頁, 216頁｡ 井上は, 陸奥, 星, 林の背後にあるベンサム主義に哲学的急進主語の危険
を感じていたのかも知れない｡ 明治憲法制定前夜のことであり, 陸奥は出獄後, 直ちにウィー
ンへ留学 (18841886)｡ 星は1887年保安条例で東京を追われ, 出版条例違反で投獄後,
1889年明治憲法発布による大赦で出獄 (野沢, 前掲書, 2：34頁以下参照), 1890年迄海外
留学し, 国権派となって帰国した｡ 前掲書｡ 星の裁判と憲法草案問題の関係については,
堅田剛 『明治文化研究会と明治憲法 宮武外骨・尾佐竹猛・吉野作造』 (御茶の水書房,
2008) 6384頁｡ 堅田は ｢国友と星一派との接点が明らかでない｣ としているが, 星は偶
然にも閔妃事件時の朝鮮政府法部衙門顧問官で, 事件後直ちに帰国, 後任には, 星の子飼
の, 野沢が法律顧問として赴任している｡ 有泉貞夫 『星享』 (朝日新聞社, 1983) 200～
205頁｡ 同書は, 陸奥－星関係についても詳しい｡ 野沢, 前掲書, 1：60頁以下も参照｡
(８) W. L. Morison, John Austin (Edward Arnold, 1982) p. 18, p. 61
(９) 上山, 前掲書47頁
(10) 西村稔 『知の社会史』 32頁, 41頁注(34)
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《資料邦訳》
調査委員への報告
１. 本年 [1854年], ９, 10月と数カ月の短いドイツ滞在中にハイデルベルグ,
ベルリン, チュービンゲン, ボンの諸大学を調査する機会を得, 同国で実施さ
れている法学教育の課程に関して, それがいかなる一般的性質をもち, また,
同国の社会の諸利益に影響を与える諸結果がどのようなものか, また, 本委員
会の目的にとって有益と思われる何らかのヒント, 情報を与えることができる
のかを確かめるという見地から調査を行った｡
２. 照会を行った紳士諸君には非常に意欲を持って答えていただいたのである
が, その内いく人かについては提起した質問に極めて詳細な文書解答を与えて
下さったことを述べておくべきであろう｡ このような解答を受け取った諸氏は,
チュービンゲンのヴァルンケーニヒ (	), ハイデルベルグのヴァン
ゲロウ (Wangerow), ミッテルマイヤー, ヴァーロフ (Wahloff), 及びベルリ
ンのグナイスト博士達であった｡ また会話を通して以下の諸氏からも若干の有
益な情報を引き出すことができた｡ 例えば, ガイセンハイム (Geissenheim)
のツヴィーアライン男爵 (Baron Zwierlein) と F. ラーデ氏 (Mr. F. Lade), ロ
ンドンのバッハ (Bach) 氏, ハイデルベルグのマイヤー (Meyer) 博士, ボン
のホップマン (Hopman) 氏である｡ これらの諸氏の内, 幾人かはイングラン
ド法の理論と実務について極めて広範な知識をもっておられることがわかり,
ドイツとイングランドの法学教育の異なるシステム間の比較による得失に関し
て, また我国の法学教育改善のためのドイツ的システム全体もしくはその一部
の適用が可能性に関して意見を引き出すためにいくつかの質問を作るのを奨励
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してくれるような所見がえられた｡
３. 上記諸氏に宛てられた調査事項は以下のごとき問題に関するものであった｡
Ⅰ. ドイツの諸領邦で通用しているいくつかの諸法典もしくは諸法制
(Schemes or Codes of Law) とその相互関係について
Ⅱ. 法廷弁護士の資格を得るためにもしくは裁判官となるために必要とされる
大学での準備的教育課程｡ 講義履修課程, 使用される教科書等
Ⅲ. 司法裁判所の構成と構造, とりわけ, 裁判官, 弁護士の職務, 及び彼らの
能力を審査するために適用される手段について｡
Ⅳ. 法学教育システムと修習検定制度, 及び一般的に裁判官, 弁護士, 司法官
任命の方式から生じる法の実際上の運用における利点と欠点について
Ⅴ. ローマ法の学習とドイツで実際に施行されているいくつかの法典との関係
について｡ リーガル・マインドを育成し, また他の種類の法に適用可能な解釈
原理及び格言 (precepts and princples of exposition) を補完する上でのローマ
法学習のあたえる効果について｡
Ⅵ. イングランド法の性格が現在ヨーロッパに存在するいかなる他のシステム
とも非常に異なっていることを考慮しつつ, シヴィル・ロー及び一般法－ドイ
ツ風の言い回しでは法のエンチクロディアと称されるもの－をイングランドの
法曹教育の準備段階として導入した場合に生ずることが予想される結果につい
て｡
－－－－－－－－－－－－
Ⅰ. ドイツで通用している若干の法体系もしくは法典について
４. ミッテルマイヤー博士の所見では, ドイツの領邦で単一の法典を排他的に
使用しているところはほとんどない｡ このような領邦ではローマ法ないしはシ
ヴィル・ローはその國の普通法と見なされうるものを形成している｡ しかし,
そこにおいてさえローマ法の諸準則は盲目的に採用され, もしくは従われてい
るのではなくて, カノン法や古き民族的ゲルマン法 (わがコモン・ロー同様古
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の慣行に基礎をおく法) さらには, 封建法や多くの地方的慣習, 領邦の諸規制,
そしてローマ法の格言の適用に際して裁判所を統制し指導するために挿入され
た命令によって法実務上で修正されている｡ しかしながら, 完全で且つ統合的
法典が以下の諸国で採用されている｡
１. オーストリアでは1812年の法典 [オーストリア民法典] が施行されて
いる｡
２. プロシア本領では1793年の法典 [プロイセン一般ラント法] が通用し
ている｡
３. ババリアでは1753年の民法典 [マクシミリアン民法典] がいまなお施
行されている｡
４. バーデン及びプロシアのライン地方では1809年のフランス民法典 (ナ
ポレオン法典) が若干の修正を加えて導入されている｡
５. ベルリンのグナイスト博士の所見では, これらすべての法典はローマ法に
基礎をおいている｡ 他のドイツ諸領邦では, 彼の述べるところでは, 古きドイ
ツ法 (Gemeines Recht, 普通法) がいまなお効力をもっているが, その法はロー
マ的要素と古き記憶を越えたゲルマンの慣習との混合物から成っている｡ した
がって, これらの諸要素は大学では別個に取り扱われる－ローマ的部分はロー
マ法の一般的教育との関連で取り扱われ, ゲルマン的部分はその分野のために
特別に設けられた講義において取り扱われる｡ しかしながら, ローマ法がドイ
ツにおける唯一の体系的に要録化された法制であると想定されてきたのは誤り
である｡ なぜなら, 事実の問題として, 古のゲルマン的コモン・ローも要録化
され, 科学的諸原理に基づいて配列されるようになってきており, 現在ではシ
ヴィル・ロー同様な方法で教えられ, 学ばれているからである｡
６. 同上の学識ある紳士 [グナイスト] によれば, 刑事法に関してもドイツの
ほとんど全ての領邦は今や各々独自の法典を有しており, 刑事訴訟法に関して
も同様である｡
７. 民事訴訟法に関しては, プロシア, オーストリア共に各自特別の法典を有
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しており, いくつかの中規模の領邦もまた同様である｡ しかし, 多くの領邦で
は民事訴訟手続は古きゲルマン的コモン・ローの方法によって規律されている｡
しかしながら, このように顕著な法の多様性にも関わらず, ほとんどの重要な
論点, 例えば, 不動産所有権, 動産所有権, 契約, さらには私権一般に関する
に諸法において, 極めて一般的に類似性が存在するので, ほとんど実務上の不
便は生じない｡
刑事法も原則的にはほとんど変わらない｡ しかし, 刑事訴訟法に関しては,
一方におけるプロシア, オーストリアと他方の立憲的政府を享受している諸領
邦との間には重要な相違がある｡ 為替手形に関する法はドイツ中どこでも同じ
である｡
８. これらのいくつかの法典もしくは法制の実際上の運用及び相互の関連につ
いては, ドイツの法律家はローマ法を－たとえ, 命令的な法準則 (imperative
Rule of Law) として訴えない場合でも－それ以外の法の適用と解釈のための
最良の法準則と方法を備えているものと見なしている｡
９. しかしながら, この点についてミッテルマイヤー博士の意見は以下の通り
である｡ とりわけ今尚ローマ法が國の普通法であるような諸邦では, 個々の事
件毎の判決の統一性の欠如が甚だしい｡ 彼はこの欠点をローマ法の諸形式と理
論にあまりにも厳格に執着しようとする裁判官の側の姿勢に帰している｡ 裁判
官達はローマ法上の格言を命令的な法準則と見なす傾向にあり, その結果彼ら
の判決はしばしば時代の精神や社会の実務上の要請から大きく懸け離れてしま
うのである｡ 彼の考えでは, ローマ法の価値は過大に評価されすぎており, こ
のことが大学におけるあまりにも排他的な法学研究を生みだし, 固有の国民的
諸法の研究を害するのみならず, 法の哲学や歴史の研究をも害してきたのであ
る｡ 彼の結論では ｢私の意見では, 我々の法律家の教育が充分に実用的なもの
であるとはいえない｣ のである｡
10. この点についてのグナイスト博士の意見は若干異なっている｡ 彼は, 上述
した実体法及び訴訟手続法典乃至法制の多様性について語りながら, ｢この國
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の法の理論と実務は互いに最良の調和のとれた状態にある｣ と述べている｡ 彼
の長期に亙る裁判官としての経験, またベルリン大学法学教授としての経験か
ら彼が確信に達したところによれば, 今日これらの諸法典, 法体制全体の実務
上の運用において, 如何なる領邦においてもいかなる重大な欠陥も見いだされ
ていない｡
11. ヴァーロフ (Wahloff) 博士もこの意見を確認している｡ 彼は一般的論点
に関し, さらに以下の所見を加えている｡ ドイツではこれらの諸法の実務上の
運用に対して科学的理論が何らかの不都合を与えたとか有害な影響を及ぼした
というような異論が生じたことはない｡ 事実の問題として, ドイツにおける法
の運用が, 科学的に過度に洗練されたことによって, その本来の目的にとって
実効性があがらなくなったと想定することほど誤ったことはない｡ 彼はむしろ
科学的諸原理と方法がプロフェッションにとってそれほど馴染みぶかいもので
ないことを嘆いている｡ 実際上, 彼は現代の全ての法曹を哲学的な今日の時代
認識に身を委ねようとはしたがらない人々と見なしている｡
Ⅱ. ドイツの大学等における法学教育の準備的課程
12. ドイツでは公務のための全ての教育は大学で行なわれねばならない－ほと
んど, その生徒が臣民として属している領邦の大学である場合が多い｡ 国家教
育はあらゆる分野の国家の役務に就くための不可欠な資格である｡
13. この教育は最も若い時期にギムナジウム, もしくは国立学校で始まる｡ 私
立学校は極めて希であり, 公務に就く希望を抱いているものによって目指され
ることはほとんどない｡
14. 全ての生徒はギムナジウムからの古典及び一般文芸の成績証明書, 即ち歴
史, 地理, 数学, 物理学等の試験をよい成績で通ったことの証明書をもって大
学に来る｡ この成績証明書の提出によって, 当該大学の入学許可が与えられ,
彼の将来の生涯の職業に関連する学問分野の教育を行なうべく任命された幾人
かの教授のいずれの講義にも自由に登録することが出来るようになる｡ もちろ
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ん法学生はリーガル・プロフェッションの理論的分野, 実務的分野双方に関す
る講義に通うことになる｡
15. これらの講義の主題は選択されたものであることは明かであり, 公務のた
めに連邦のいくつかの領邦諸国の政府によって必要とされる若干の試験と修習
に照らして取り扱われている｡
16. ヴァーロフ博士の所見では, 諸大学は排他的にその位置する地方の領邦国
家の臣民のみを集めているわけではなく, しばしば他の領邦諸国からの学生を
も集めているので, 統一的なもしくは排他的な講義履修課程がこれらの大学向
けに規定されているわけではないし, また諸大学によって生徒達に課されてい
るわけでもない｡ 全学部において教員を補充する役割は完全に政府に依存して
いる｡ グナイスト博士の言によれば, 全ての大学でこのようにして６名から12
名の法学教授が任命されており, さらに平均して約半数の学部教授団からの許
可証による私講師がいる｡ 大学所在地が上級裁判所のある都市乃至町である場
合には, 通常教授の幾人かは当該裁判所の裁判官を兼ねている｡ 講義への出席
は生徒達に委ねられているが, 彼らが法実務を行ないたいと願っている領邦の
規制によって出席を要件とされている講義もある｡
17. 講義への出席に関しては, 規制は多様である｡ 二三の領邦, 例えばヴェル
テンベルグではどの講義履修課程であれ履修証明書を必要としない｡ しかし,
大多数の領邦は任官候補者に一定の所与の講義履修課程に出席したことを教授
からの履修証明書で証明することを求める｡ さらに, これらの履修課程は全て
の領邦で一致したものではないが, しかし, 一般的には以下の如き講義が不可
欠なものと見なされうる｡
1. 法のエンサイクロペディア (法学通論
(１)
)
2. 国法学 (法哲学)
3. ローマ法 (法学提要と学説彙纂)
4. 国際法 (万民法)
5. 刑法
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6. 民事及び刑事訴訟法
18. グナイスト博士によれば, ベルリン大学の法学履修課程は３年間, ６ゼメ
スタ制での以下の講義への履修を含んでいる｡
1. 論理学
2. 法哲学
3. 法のエンサイクロペディア
4. 法学提要及びローマ法史
5. ローマ法学説彙纂
6. ドイツ帝国と普通法の歴史
7. ドイツ私法, シヴィル・ローの採用によっても凌駕されていない古き民
族法部分を含む
8. カノン法もしくは教会法
9. ヨーロッパ国際法
10. ドイツ国法, もしくは憲法
11. 刑事法
12. 医事法学 (法律家によってではなく, 内科医によって教えられる)
13. プロシア民事法典 Prussian Civil Code
14. 民事訴訟法
15. 刑事訴訟法
16. 政治経済学
これら全ての講義に関する履修証明書がプロシアでの法律職への任命にとって
不可欠である｡
19. しかし, プロシアでも他の連邦諸邦でも法の学習は自由人教育 (a liberal
education) の一分野とは見なされてはおらず, それ故に領邦国家の公務員資
格を目指す者以外に法学を学ぶ人はめったにいない｡
ドイツの大学で学ばれている法に関する著作については, 完全といってもよ
いリストをもっているのですが, 詳細を述べなくとも, 以下の点を述べておけ
ば充分であろう｡ 18節で列挙した一般的科目は, その題目に対応して, 教授が
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彼の講義を指導するための概論的な授業計画及び生達徒の自習のための指針か
らできた ｢学習の手引Manuals of Law｣ 形式で要録されている｡
20. ミッテルマイヤー博士によれば, ハイデルベルグ大学やその他若干の大学
では, 学生達は, 民事及び刑事訴訟手続の教育と同時に, もしくは, その後に,
専門的には ｢実務研修 Practica｣ と称される修習に参加する｡ 先の紳士は
｢私はここ40年間この種の教育を授けてきたのであり, 学生をあらゆる種類,
形式の実際の法実務の手ほどきを行い, 諸裁判所の口頭及び書面の法実務を修
習させた｣ と述べている｡ しかし, グナイスト博士の所見では, これらの ｢実
務研修｣ は上訴審もしくは再審裁判所として大学へ訴訟記録が送付されること
がなくなってきたのに応じて, 現在では廃れつつある｡ さらに付言して言うに
は, 大学町に上訴審裁判所がある場合でさえ, 現在使われている審理方式は裁
判所を学生達にほとんど近づき難いものにしている｡ また, 以前のようにこの
ような学生が大学での修学時期に弁護士事務所に通うことも今や通例ではなく
なってきている｡ この点については, イングランドの法曹院の方が健全な法学
教育のためのずっとより良い機会を提供しているというのが彼の断固たる意見
である｡
21. グナイスト博士は法の学習と実務において生じている多くの不都合が現在
全てのドイツ領邦諸政府が追求している中央集権的乃至官僚主義的体制に起因
するとみている｡ 大学はかくして科されてきたさまざまなプロフェッションへ
の抑制に強く反発し, いかなるものであれ講義及び試験の強制的履修制度は避
けようと努力してきた｡ 従って, この種のあらゆる諸規制は司法省から発せら
れただけのもので, 公務員志望者にのみ関わるものである｡ 諸大学ではたった
一つの試験があるにすぎない｡ 即ち, 法学博士の学位試験のみである｡ しかし
ながら, オーストリアの大学では, 別の案を採用しているが, 法学生, 法実務
家ともにドイツの他の地域より非常に劣っていることが明らかとなっているよ
うに, 極めてまずい結果となっている｡ 他の諸大学は生徒の良識と健全な入学
前教育に依拠することを選び, 彼らが必要とするものを学ぶように誘っている｡
こうした方式が正しいことは経験が示してきたところである｡
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－－－－－－－－－－－－－
Ⅲ. ドイツにおける裁判所の構成と構造等について
22. ドイツの全ての地域で, 裁判官のみならず, 全ての弁護士, 裁判所の役人
も政府によって任命される｡ 司法部局は弁護士団からは完全に分離されており,
全く除外例がないわけではないが, 一般的には弁護士が裁判官席に昇進するこ
とはない｡ プロシア領邦諸国についてのグナイストの所見によれば, 弁護士の
収入は一般的には裁判官の給与よりずっと高額であり, 法実務で成功している
弁護士が裁判官に転身しようと望むことは稀である｡ さらにとりわけ社会的評
価と立身出世の見込みとして, 二つの職業の条件に大差もないからである｡ 裁
判官の教育は事実上専ら裁判官職それ自体に就くことの準備に向けられる｡ 私
自身再三に亙り聞かされたのであるが, 実際, ドイツでの極めて一般的な意見
に従えば, 弁護士が裁判官席に昇進した場合には, 問題を常に一方の側に立っ
てのみ考えることによって作り出されてきた精神的習性や狭い視野を必然的に
持ち込むことになる｡ こうした仕事を永く続ければ続けるほど, 問題の全体を
把握するのに必要とされる精神能力－すなわち, 適切な裁判を行う上で不可欠
な能力－を失うことになるように思われる｡
23. 裁判官も弁護士も, 任命時に, 特定の裁判所を割り当てられ, 任を解かれ
るまで, そこで営業しなければならず, そこでのみ営業しうるのである｡ ツヴィー
アライン男爵と F. ラーデ氏の所見によれば, 彼らの國では法律プロフェッショ
ンから国家の顕職に就くようなことは滅多に生じない｡ プロフェッション内で
抜きんでても, その報酬として名誉や収入面での将来展望をほとんど期待でき
ない｡ 当該プロフェッションは一般的には狭い, 型どおりの日常的職務に限定
されており, 弁護士の利得も, ベルリンはおそらく例外とせねばならないだろ
うが, 決して高くはない｡ グナイスト博士によれば, ベルリンでは, 裁判所係
属弁護士より裁判官の方がずっと多く, 裁判官の任命はほとんどある種の独占
となっている｡
英
法
史
資
料
邦
訳
紹
介
法と政治 70巻 3号 (2019年 11月) 59(927)
24. ドイツ中で, 弁護士はイングランドではアトーニ (代訴弁護士) が, フラ
ンスの裁判所では代訴人が行うほとんどの職務を遂行している｡ 彼の
報酬としての弁護士手数料の料率表は全裁判所で定められており, 彼は依頼人
にそれを越える額について請求権を有しない｡ しかし, これらの手数料につい
ては司法手続を通して損害賠償回復請求をなすことができる｡ 以前には弁護士
階層の中で競争が成立する分野があった｡ しかし, 最近の改革はこれらの競合
を全て取り払ってしまった｡ 現在では各裁判所で既定の数の弁護士が任命され,
その人数の弁護士の間で全ての仕事が分割されねばならないのである｡ かくし
て, グナイスト博士の説明によれば, ベルリンの上級裁判所には180名の裁判
官と68名の弁護士がいる｡ 概ね, 全ての裁判所で, 弁護士の数は裁判官の数を
下回っている｡ しかし, このことはある程度以下の事実によって説明がつく｡
他の國では書記官や, アトーニ, バリスタによって遂行されている業務の大部
分が裁判官によって職権でなされているのである｡ 裁判官の給与は一般的には
極めて低い｡ ８名, 10名, 12名さらにはそれ以上の裁判官から構成される同僚
裁判官団 (A Judicial College) が事実上の各 ｢審級｣ に割り当てられることに
なる｡ なるほど, 裁判長席を占めるものがより高給を支払われるのではあるが,
下僚裁判官が彼の裁判所の長官職に出世する展望を越えて, さらなる昇進を期
待することはない｡
25. これらすべての結果として, 人生に大望を抱く学生が法曹を志すなどとい
うことは滅多に生じないということになる｡ 富, 地位, 家柄にめぐまれた紳士
が法曹を目指すことは決してない｡ しかしながら, これら紳士階層の生徒も大
学での時間の一定部分を法学の学習に割いている｡ なぜなら, 国家の公務で現
実に将来の立身出世を期待できる分野につくための資格として, その科目の充
分な知識が必要とされるからである｡ 他方で, 弁護士の地位は自由人のプロフェッ
ションというより, 職人業 (	
), 商人業 (trade) と見なされている｡ 弁
護士と依頼人との間で法的に回復請求可能な手数料を越えて謝金が支払われた
り, むしろ当てにされたりすることもあるが, 訴訟の成功によって左右される｡
しかし, この謝金は法的訴訟手続を通しては回復請求できない｡ このような状
況の下では, グナイスト博士の述べるように裁判官の性格が弁護士の性格より
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もより高踏なものとされるのも不思議ではない｡
26. 通常司法裁判所は概ねドイツ中どこでも三 ｢審級｣ に分けられており, 個々
の審級に, 弁護士団同様特定の裁判官団も係属している｡ これらの裁判所は
(1) Amts Kreis-Gericht (州乃至地区裁判所), ここで全ての訴訟が開始し, (2)
Appellation-Gericht (第一上訴審), 両当事者が下位の裁判所の判決を遵守する
ことに合意しない限り, 当然のこととして全ての訴訟はこの裁判所に進む,
(3) Ober-Appelations-Gericht (上級上訴審) はフランスの破毀院と類似するも
のである｡
27. ナポレオン法典が施行されているプロシアのライン地方では, 若干の審級
で官職名, 称号が異なるものの, 裁判所と司法官職の区分はほぼ同じである｡
しかし, ここにはフランス法に従って ｢商事審判所｣ と称する別種の, 独立し
た裁判所がある｡ この裁判所は他の裁判所同様, 長官と, 裁判官, 弁護士等の
団体によって運営されている｡
28. 私の手元にプロシア領の全官職及び法律職志望者の資格を決定するための,
そして試験と任命のために作成された政府諸規則すべての筋道立てた要約を含
む二冊の著作がある｡ それによれば, 裁判運営に採用される全ての人員は二つ
の階層に分かれる｡ 上級職と下級職とである｡ 後者は単なる書記, 廷吏, 執達
吏, 門衛, 牢番等でこれ以上述べる必要もないであろう｡ 上級官職は必要な限
り詳述すれば, －第一は上級上訴審裁判所の長官及び裁判官, 二番目は下級上
訴審, 第三は地方乃至地区裁判所の同様の長官, 裁判官であり, ４番目は弁護
士及び公証人である｡ これらすべての官職に就くには, 当該官職への資格能力
を確証するために, また法廷実務を伝授するために, 正規の高等学術教育とい
くつかの修習試験とを経ていなくてはならない｡ 最初の試験を合格した志望者
は修習生 (Ausuclator) の地位に昇る｡ 二次試験の後彼らは見習試補
(Referendarius) の学位に進み, 第３次の, いわゆる大国家試験によって, 彼
らは試補 (Assessor) として裁判官席に座ることとなる｡ この段階で, 彼らは
裁判業務の執行における－従属的で苦労する仕事ではあるが, 積極的な役割を
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果たすことになる｡ しかしながら, 上記の三種の資格能力全てに俸給も如何な
る種類の収入も伴わない｡
プロシア本領では, 大国家試験は二つの上級裁判所構成員の候補者にのみ要
求される｡ 住民一万人以下の都市の全ての裁判所の長官職, 裁判官, 治安判事
(Magistrate), 弁護士, 公証人はこの第三の試験を免除される｡
29. 志望者は, 全員, 第17節で列挙した全ての科目を含む三年間の大学の通常
の法学講義課程の履修証明書を添えねばならない｡ プロシアのライン地方では
二つの付加的科目, 即ちライン法とライン訴訟手続法が導入されている｡ 大学
において品行方正であり, 上記講義に規則正しく且つ勤勉に出席したことの証
言を例外なく示すことができるもののみが, この第一次試験受験資格を認めら
れる｡ さらに各志望者は彼の全修習期間を継続できるだけの十分な生活の糧を
有していることを試験官の満足の行くように証明しなければならない｡ この資
格要件には特別の注意が払われる｡ さらに, この最初の受験許可に先だって,
どの下級審 (Kreis もしくは Amts-gerichte) から職歴を開始したいと考える
かを申告しておかねばならない｡
30. 次に大学で学んだ様々な科目について口頭及び筆記の試験が行われる｡ 合
格した場合には, 志望者はいずれかの下級審裁判所 (第一審裁判所, Kreis 及
び Amts-Gerihite) の修習生 Auscultator (司法研習生もしくは傍聴生 Hearer or
apprentice to the Law) として宣誓を行う｡ ここで, 彼は同僚裁判官団の構成
員の誰かの生徒として割り振られ, その指導の下で, いくつかの部局の単純な
書記もしくは文書業務から裁判官職にいたるまで裁判業務の全ての過程に習熟
するようになるのである｡ 彼は裁判官の意見を求めるために, 詳細な論証とそ
れに基づく彼自身の結論を添え, 法廷で事件を概括する｡ 彼は判例報告と調書
を作成し, 証拠を書き留める｡ 裁判所で利用される訴訟手続記録を作成し登録
する｡ 彼は刑事訴訟手続で治安判事書記としての役割をはたし, 民事問題, 刑
事問題双方の判決文及び決定書の作成の仕方を学ぶ｡ かくの如く過ごす全期間
を通して ｢司法傍聴生 Hearer｣ は理論的学習を中断することなく, とりわけ,
ローマ, プロシア, ゲルマン法体系の相違に注意を向けるように要求される｡
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すべての傍聴生は四半期毎に彼のその期間に従事した業務と法の学習について
文書で裁判所に報告することを求められる｡ そして, いくつかの業務に従事し
た期間については, その期間に示された積極性, 勤勉さ, 能力について裁判所
構成員に証明書の発行を申請し, 受領しなければならない｡ これらの証明書は
第二次試験の受験許可を申請するときに示されねばならない｡
31. この苦しい試練を通過し, ｢司法傍聴生｣ としての彼の規則正しい道徳的
行為を証明するさらなる証明書を補充して, ｢見習試補｣ 学位の候補生となる
許可を求めることになる｡ この段階の試験は, 理論的なもの, 実務的なものを
含め先行する段階で彼が習熟したと想定される極めて多様な科目から構成され
ている｡ 最終的に合格した後に, 試験担当裁判官によって試験の各論点に関す
る詳細な報告書が作成され, 先行する全ての証明書と共に司法大臣の下に送付
される｡ 彼はそれに基づいて ｢見習試補｣ としての任命書を発効するのである｡
32. 任命後, あらたな司法修習生 Refendaryは下級審の彼の古い職場で半年間
を過ごさねばならないようである｡ そして次に, 民事及び刑事訴訟手続双方で
審問, 及び証拠調べの３ヶ月間の実務研修課程があり, その後第３の12ヶ月間
の履修過程が続く｡ この履修課程の目的は裁判所でのあらゆる多様な訴訟で文
書訴答の全分野について習熟することにある｡ 彼は時々訴訟の弁護を行うこと
を許され, また時には裁判所によって軽微な訴訟事件で訴訟当事者の補助者,
法律助言者に任ぜられることもある｡ 彼は裁判所の監督の下に刑事問題, 民事
問題双方について弁論書 argumentative statementsを作成し, 併せて当該訴訟
の法律上の得失について独自の見解を提出することを要求される｡ 彼はまた両
当事者間の会計への課税官の役割も果し, その他の調査審問作業が彼に委任さ
れる｡ これらを基礎に受け取った指示に従って裁判所命令を起案するのである｡
かくして12ヶ月間過ごした後に政府の法務局乃至法務長官官房 The Office of
Adovocate or Attorney General of the Governmentに入局する｡ ここで三ヶ月
間を過ごし, 要件とされる上記修習の証明書を添えて, 第二審もしくは上訴審
の弁護士事務局へ移動し, そこで口頭の訴答を鍛える｡ また, 裁判所の許可を
得て軽微事件の訴訟当事者の法律顧問として活動する資格を付与される｡
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この修習期間は６ヶ月間続き, 修得証明書は彼の個人指導者から与えられる｡
次に彼は上訴審もしくは第二審の裁判所自体へ移動し, さらにもう６ヶ月間過
ごすことになる｡ そこで彼は過去に下級審で行ったのと極めて類似した職務に
従事することになる｡
見習試補に任命されてから, 司法業務に熟達し, 第三の国家試験を受けるま
でには, 少なくとも二年半の月日が経過する｡
33. 第三のもしくは大国家試験は弁護士として営業すべき者, 第一審裁判所
(Kreis 乃至 Amts-Gerichte) の陪席判事の職務に限定する者には要求されない｡
上級職に就こうと望む者は試験を受けるために上級裁判所特別委員の面前に出
頭しなければならない｡ この修習試験科目は高度なものであり, 法哲学及び法
学の全理論に係わるものである｡ 志望者はさらに法的見解, 陳述, 論証 (｢関
連 relation｣) への完全な習熟を示し, 提起された事案に判決を下し, それへの
法律の適用によって彼の研修を締めくくらねばならない｡ これらの修習訓練試
験の題目は現実に上級裁判所に係属中の重大で困難な事件の中から選ばれる｡
志望者は単に完全な法知識をのみならず, 法と事実の複雑に絡み合った状態を
分析し, 解明する能力もまた示さねばならない｡ これら全てを, 彼は, 手短に,
しかも明解且つ正確に為さねばならず, 事実関係への法律の適用では彼は正鵠
を射なければならない｡ さらに, 志望者は彼の見解, 意見を口頭の弁論によっ
て支えるものと見なされ, かくして, 法律討論における当意即妙性のみならず,
彼の反論能力も審査されることになるのである｡
この最後の修習試験は厳格に行われねばならず, 当該試験科目に関して存在
する諸規則を厳密に守らねばならないことが明文で命じられている｡
34. 修習試験官が資格能力ありと宣告すると, 彼は国王を代理して司法大臣か
ら裁判所 ｢試補 Assessor｣ に任命される｡ この地位 Degreeもしくは段階でも
なお裁判官職乃至俸給は与えられない｡ それは単に裁判官職の資格を構成する
に過ぎない｡ 上級司法官職への任命には, これ以上の試験を課すことなく, 空
席が生じれば直ちに埋められるのである｡ その間 ｢試補｣ は, 彼のプロフェッ
ションへの熱意を証明し, また, 実際に裁判所の役割を行使する上で自らの完
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成を目指して, 多様な裁判乃至法廷業務を無償で遂行することになる｡ 彼らは
裁判所 ｢試補｣ として裁判官席に着くが, 訴訟に判決を下す際の完全な評決権
はもっておらず, 単に ｢参考票 votum consultativum｣ をもつに過ぎない｡
35. いまだ, 俸給も職務の認証も受けていないが, この段階で, 法学生の ｢生
徒身分｣ は終了する｡ この簡単な素描からだけでも, 全ての段階で彼の適性を
審査するための諸規則が非常に数多く, 詳細なものであると観られるであろう｡
大学を終えた時から, 試補の地位に達するまで, 全ての修習試験段階を修了す
るために必要とされる期間は６, ７年を下ることはほとんどない｡ その後も空
席が出来るまで待たねばならず, その後ようやく彼の労苦の成果を刈り取るこ
とになるのである｡ しかしながら, 記憶に止むべきは, 下級審の治安判事も,
また弁護士, 公証人も第３の修習試験を受けることを要求されておらず, 彼ら
は幾分より早い段階で任命されることになる｡ その他の点では裁判官教育も弁
護士教育も同じであり, 最後の段階で分かれるにすぎない｡
－－－－－－－－－－－－－
Ⅳ. この制度から生じる法実務上の得失等について
36. 私が相談した (法曹以外の) 実務家の間では, 印象としては, 本法学教育
及び修習試験制度の結果は優れた司法官僚団を生み出してきており, 公衆の完
全な信頼を享受している｡ しかし, 彼らは弁護士についてはそれほど好意的に
は語らない｡ 上記の裁判所での訴訟の裁決は非常に迅速で, 最も困難で複雑な
訴えであっても, ６ヶ月を越えて続くことは滅多にない｡ [プロシアの] 法律
訴訟の費用はドイツの, そしておそらくはヨーロッパの他のどの地域に比べて
も少なくてすむ｡ 上級裁判所によって採用されている再審 Revision制度は判
決の一貫性と, 訴訟手続の完全な精確さを保障する上で非常に有益な機能を果
たしていると信じられている｡ 上訴裁判所の役割は下級審裁判所の判決を覆す
ためというより, むしろ誤りを訂正することに向けられているのである｡
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37. しかしながら, ミッテルマイヤー博士述べるところによれば, ｢時代に逆
行する untoward｣ 政治状況にあるドイツの若干の国々では, 裁判官職の任命
の際に, 政治的意見の一致を重視し, 知性や清廉さを軽視している｡ このこと
から刑事審問, さらにとりわけていうなら政治的裁判や, その裁判の結果に政
府の利益がかかわっている場合に, 裁判官の信用を損なうことになるというの
が彼の言である｡ プロシアの訓練制度は, グナイスト博士の所見では, 政府の
あらゆる部局で蔓延してきている ｢官僚主義｣ 体制の一部を形づくるものであ
り, 全行政制度機構に浸透しているかの反憲法的精神に由来するものである｡
なるほど, 尊敬に値する公務員階層を生みだし, 公衆にとってはある種の行政
上の便宜となるのではあるが, 議会主義的乃至は自治的統治へと向かう動きに
対する不倶戴天の敵である｡ しかしながら, 彼が付言して言うには, この制度
は以前には貴族生まれの者に独占されていた国家及び司法の上級官職を中産階
層の有能な人々に開かれたものにするという良き効果も生み出している｡ それ
ゆえ自由な諸制度機構を有するどの国にも向かないものではあるが, ドイツで
は不人気ではないのである｡
38. 数次に亙る厳しい試験からリーガル・プロフェッションに生じる功罪の収
支決算について, ミッテルマイヤー博士は多くの人々が想像するほど好ましい
ものではないと考えている｡ 彼の言うには, 試験官の気まぐれ, 特定の精神及
び学問傾向, 依怙贔屓に左右されるようになりすぎているのである｡ さらに,
優れた能力をもつ若者が, 内気さや精神的勇気の欠如から, 身を退いてしまう
のに対し, ただ, 勤勉で, 記憶力が良いだけで, 極めて精神の貧しい器量の劣っ
た人が, 簡単に試験に合格しやすいのである｡ これに加え, 試験それ自体が問
題であって, 法律の様々な役割を果たす上で必要とされる確固たる知力と実践
的即応性のある理解力についてのなんら確実な基準を備えるよう調整された計
画によるものでもないのである｡
39. ドイツの全法学訓練制度から生じる得失の収支勘定一般に関して, グナイ
スト博士は彼の個人的経験を以下の如く要約している｡ かの紳士の言うには
｢私は15年間実務法曹であった｡ この内10年間をプロシアの上級裁判所及び最
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高裁の陪席判事であった｡ 五年間は講師であり, 現在本 (ベルリン) 大学の民
事及び刑事法教授として10年目である｡ それ故に, 私自身以下のように判断を
下す充分な資格があるものと考える｡ ドイツの大学の法学教育は良き弁護士,
裁判官のための教育としてはうまく機能している｡ 我々は, おそらくは大陸に
おいて最良のものである (法律) 立法作業と裁判実務の現状の多くを我々の大
学の講義方法に負っているのである｡｣ 彼の考えでは, ドイツの司法制度の
欠陥について, その責めは理論の実務に対する優位の諸帰結に帰せられるべき
ではなく, 弁護士, 裁判官の性格を国家官僚の性格の中に融合させてしまう政
治制度の影響に帰せられるべきなのである｡ ｢上級裁判所の裁判官は現在は下
級裁判所の官吏乃至裁判官の中からのみ選出されている｡ 私は, これを誤った
システムだと考えている｡ 前世紀中葉頃までプロシアで通例であったように,
多くの優れた弁護士の中から全ての裁判官を選出することこそが最も重要な改
革と見なされるべきである｡ 今や, 弁護士に自由競争への道を開くどころか,
1849年以来, 司法省は弁護士団体をある種の独占によって一定の依存状態に保っ
ておくために, 異なる裁判所の弁護士席の数を空席のままにしておくという計
画に従っている｡ これらの不都合は大学や司法裁判所で遂行されている科学的
法学教育システムとは何等関係がないというのが彼の見解である｡
40. ミッテルマイヤー教授は, 全ての裁判官が実務に従事している弁護士階層
から採用されるイングランドの司法制度を非常に有益なものと見ている｡ 他方
ドイツでは最良の弁護士が裁判官になるなどということも滅多に起こらない｡
青年達は, 大学での学習を終えるとすぐに, 修習生乃至司法研修生として司法
裁判所に移ることになる｡ 彼らは, 弁護士の職務や利益について何も知らず,
より迅速な昇進を考えて, 政府の政治的見解に身を売り渡してしまうのである｡
他方イングランドでは, 裁判官は, 弁護士としての長期の職務経験によって,
民衆の権利や社会の必要についてより馴染み深くなり, より大きな同感を寄せ
ることになる｡ 彼は裁判官席に, 畏れることなく権利を維持し擁護する堅忍不
抜の気風と独立の精神を持ち込むことになるのである｡
ヴァーロフ博士もこの問題に関しては同様な意見を持っている｡
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41. ドイツで追求されている一般的な法学教育課程の法実務への影響に関して
は, 多くの領邦国家の弁護士と裁判官に関する法制度と諸規制はそれほど多く
の人並はずれた法律の能力を要求するようなものではないというのがヴァーロ
フ博士の見解である｡ 裁判官は多すぎて, 彼らの俸給は低く, その職務は, 大
部分非常に制限された, 従属的性格のものである｡ 弁護士は法学者に並ぶ高き
地位を占めないし, 報酬も充分ではない｡ しかし, 彼ののべるところ, こうし
た事態は決して大学の教育システムに帰しうるものではない｡
－－－－－－－－－－－－－
Ⅴ. ローマ市民法とカノン法の学習等
42. ローマ法の学習に関しては, グナイスト博士は以下の如く彼の意見を述べ
ている｡ ｢私の思うところ, ローマ法の学習は体系的法学教育に不可欠なもの
であり, ケント大法官が (『[アメリカ法] 釈義』 第一巻, 546, 547頁) で, こ
の問題について語っていることに全面的に賛成するものである｡ シヴィル・ロー
の価値は政府と人民との関係に関連する問題や刑事事件の人身の安全のための
諸規定に見いだされるのではない｡ 市民的, 政治的自由に関する問題について
は全ての点でイングランドやアメリカのコモン・ローの自由な精神に比ぶべく
もない｡ しかし, 私権や個人の契約, そこから流れ出る義務に関連する問題に
ついては, 諸法理がこれほどの良識でもって研究調査され, またこれ以上の正
確さと公正さでもって宣言され, 施行されている法制度はない｡｣
43. 同上の紳士 [グナイスト] によれば, ｢我々はドイツ私法の現在ある体系
的形式, 一般法の立法形式のかなりをこの学問に負っていることを認めるもの
です｡ なるほど我々の下では普通法, 衡平法, 破産法, 教会法裁判管轄が同一
の裁判所群で統合されていますが, 我々の法曹は一般に全ての分野に熟達して
いることがおわかりになるでしょう｡ 裁判官は弁護士席に, 弁護士は裁判官席
に容易に渡れます｡ また, 彼らは異なる時代の諸法, 一般慣習, 特別慣習を容
易に集めて結び付けることもできます｡ これら全てについて我々は大部分をロー
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マ法の学習に負っているのです｡ なるほど, プロフェッションを異なる分野毎
に分離することは, 法曹を特定の分野でより一層熟達させることになるでしょ
うが, 我々は, だからといってそれ以前の全分野に亙る法学教育をなしで済ま
すべきだとは考えません｡ こうした課程に従うことによって, 我々は膨大な量
の法律を取り除いてきました｡ これは我々の全ての現代立法の優れた枠組み,
さらに我々の非常に重要な法改革が行われたさいに払われた注意, 及び, これ
らの制定法の明確性, あらゆる混同の欠如のおかげなのです｡
貴方がたは, 合衆国の法曹の最良の階層の人々がこれと同一の意見を抱いて
いることに気が付かれることが多いでしょう｡ ドイツではローマ法は以下の三
つの理由で学ばれます｡
Ⅰ. 旧ドイツ [普通] 法がいまなお施行されている地域では, 全ての領邦に
法的に適用可能な所有権法, 契約法として｡ なぜなら, シヴィル・ローは旧ド
イツ法における支配的要素であるから｡
Ⅱ. プロシア, オーストリア, フランスの法典の歴史的, 科学的基礎の大き
な部分を形成するものであるから
Ⅲ. 私権の哲学そのもの, 法的推論の体系的完成の範型と考えられており,
法学への一般的入門として, 完成された法曹を教育する上で, 古典学が学者一
般にとって重要であるのと同じ様な意味で重要性があるものと見なされていま
す｡
なるほど, ローマ法の憲制原理は専制君主的ですが, しかし, これらの原理
は, 法典の私権を扱う有益な部分から分離可能です｡ この部分は, ゲルマン的
自治原理及び議会の諸権利と正当に結合されるなら自由な憲制の精神と完全に
合致します｡｣
44. グナイスト博士は他の箇所で, ローマ法の方法の学習はドイツでは, 立法,
裁判実務双方において極めて有用であり, この利点は, 国民法の内実を変更す
ること無しに, 他の全ての地域に授けることができると予測されている｡
45. ヴァルンケーニッヒ博士の同じ問題に関する所見では, 彼はドイツで追求
されている法学の方法がフランス, ベルギー, その他の大陸諸国より良いもの
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であることには疑いをいれないとしている｡ この方法のイングランド法の学習
への適用可能性については, ｢ドイツで採用されている方法の純粋で単純な導
入については疑問は有り得ない｡ しかし, この方法は法の適応と限界付けの目
的のためにのみ適用可能なのであって, 法の変更のためには適用できない｡ こ
の目的のためにはドイツ法学の精神に立ち入って理解することが必要となろう｣
とのべている｡
46. ハイデルベルグ大学のローマ市民法教授のヴァンゲロウ博士は, 前に言及
した文書での質問の一つに答え, 以下の所見を示している｡ イングランドでロー
マ法の学習がより深められるなら法学教育の不可欠の基礎を形成するに違いな
いというのが彼の個人的確信である｡ 彼はこの意見を支えるものとしてを基本
的に以下の二つの根拠を示している｡
Ⅰ. ローマ法, とりわけその私権を扱った部分は, 最も微妙で細かな部分に
至るまで, 非常に科学的に発展させられてきたので, 古代であれ, 現代であれ,
いかなる国民の法もそれと比べるにほど遠いものであることは遍く認められて
いる｡ 偉大なローマの法学者達, 彼らの著作からユスティニアヌスの学説彙纂
は編纂されたのであるが, 彼らは決して現代の法学者によって凌駕されていな
い｡ 彼らは決疑論者としてのみならず, 解釈者としても同じように偉大であっ
た｡ 比肩すべくもない賢明さで彼らは既存の法から新たな適用方式 (Rechts-
Normen) を抽き出し, 驚異的な法律技巧で困難で複雑な事件に決定を下して
いるのである｡ 私の評価では, 法思考と法の解釈の科学を開発していく上で彼
らの著作を学習すること以上に良い方法はない｡ このことだけでも我々がロー
マ法の全面的学習が良き法曹を作る上で不可欠なものと見なすよう誘われるべ
きなのである｡
Ⅱ. この意見の第二の根拠は, 一二世紀以来ローマ法は遍くヨーロッパ諸国
で学ばれてきたという事実にある｡ ローマ法は, 学識者が思想を授けた事実上
唯一の法なのである｡ この学問への専心が教育的示唆に富んだ法文献を生み出
してきた｡ 全法構造のための新たな基礎を置くことは, 実際, 失敗と失望の果
てしない危険を賭けた作業なのであって, その際, 現代の法学者がこの法文献
を傍らに追いやるなら, 必ず法科学の発展を阻害したという責めを負うことに
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なろう｡
47. ミッテルマイヤー博士はシヴィル・ローの学習の価値を尊重して以下のよ
うな意見を表明している｡ ｢ローマ法の学習は完備した法学教育にとっては不
可欠であるというのが私の意見である｡ なぜなら, ローマの法学者たちは比べ
ようもない鋭敏さと峻別能力, 実用感覚を備えた人たちであったからである｡
それ故に, 一層困難な法律問題に関する彼らの諸決定は, 他の全ての法制度と
共に相並んで, 永久にその価値を保持し続けるものであり, また, それと同時
に, 立法科学の発展に大きく寄与するに違いないのである｡ このことから, 初
期の時代には, ローマ法は ｢自然的理性｣ と称され, またフランスの法学者た
ちによっては ｢書かれた理性｣ と称されたのである｡｣
しかしながら, 教授の所見では, このローマ法への賛美はドイツではほとん
ど排他的にその学問を選ぶようにまでなってしまったが, このような偏愛は国
民的法の育成を害するものであった｡ それ故, 彼は, それが導入されるところ
ではどこでも, 国民的法の学習への序論としてのみ見なされるように勧めてい
るのである｡
48. ヴァーロフ博士の言うには, ｢ローマ法は, 疑いもなく, 一つにはその法
源の性格の故にではあるが, しかし, 基本的には, その素材が数世紀に亙り普
遍的に, 最も入念に育成されてきた結果として, リーガル・マインドを形成す
るための最良の学校となったのである｡｣ しかし, 彼は上述の所見を, その
広い意味では, ローマ法が (旧ドイツ [普通] 法のように) 国民法の内実となっ
ているか, もしくは, その憲制構造の基礎的部分に入り込んでいるような諸国
に限定している｡ イングランド法のように国民的法の起源と構成においてロー
マ法が完全に無視されている所では, 大きな留保が必要だろうと考えているの
である｡
－－－－－－－－－－－－－－－－
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Ⅵ. イングランド法曹教育の準備段階としてのローマ市民法の学習
等について
49. この問題に関する, ミッテルマイヤー博士の所見は以下の通りである｡
｢私は, ローマ法の諸原理の厳密に体系的な採用は, どのようなものであれ,
もしそれが, 当該法の一定の諸決定が裁判官に対し拘束力あるものと見なされ
るということを意味するなら, イングランドではうまく機能しないと思う｡ こ
のことは現状以上に事態を悪くするであろう｡ それによってイングランド法の
発展が促進されるというよりむしろ妨げられることになるからである｡ 現在あ
る状態で, イングランドの裁判官は各々特定の事件の生じた場合, それに伴う
時間の経過がもたらしたあらゆる状況の変化を考慮にいれ, 緊急事態に対応す
る手段を彼らの手元に持っており, このように全ての事件に必要な法を採用し
ているのである｡｣ 他方で, 彼は, 既に列挙した一般的根拠に基づき, リー
ガル・マインドの一般的向上, 及び科学としての法の育成という観点から, ロー
マ法の学習が現在以上にずっと熱心に追求されるべきだと考えている｡ しかし
ながら, 彼はこの意見が誤解を招かないように, 法典としてのローマ法も, 学
問としてのローマ法も, 双方ともに盲目的に従われるべきではなく, より強固
な国民的イングランド法体系の基礎付けのためにのみ利用されるべきであると
明記している｡
50. ヴァーロフ博士も同様な見解を抱いている｡ 彼の言によれば, ｢イングラ
ンドの諸法は他のどのヨーロッパの国の諸法とも異なった基礎に依拠しており,
広く異なった様相を示している｡ イングランドではローマ法が実定法的権威を
持つことは実質的にはなかったというだけでなく, 国民法それ自体が本質的に
異なった基礎, 即ち, 法の理解についてゲルマン的立場に依拠しているのであ
る｡ それ故に, もしイングランド法曹の科学的教育が専らローマ法の基礎にの
みに置かれることになると, 二つの重大な不都合が生じる畏れがある｡ 第一に,
法学の全入門体系が御当地で機能している法の知識の十全たる修得に全く貢献
するところがないものとなるだろう｡ そして, 第二に法学生の公式の教育全体
が外国の異常な基礎に依拠するようになるであろう｡ 彼に馴染み深いものとなっ
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た断言的諸命題は, ローマ法の学習によって, 彼の心を混乱させるようになる
だろう｡ また, 二つの法体系では法の擬制においても全く異なっており, それ
らのイングランド法への適用は誤った結論を導くことになろう｡ 二つの法の精
神は, 最も法的興味の湧く問題, 例えば, 土地所有権の規制, さらに相続法の
全体に関して言えば, 互いに全く類似したところがなく, 従って, ローマ法的
考え方に基づいてそれらを把握し, 取り扱う習慣をつけると, 最も重大な誤り
を生み出すことになるにちがいない｡ こうしたことから, 私には, イングラン
ドの法曹にとってはローマ法は教育の一般的道具以上のものとしては見られる
べきでないと思われる｡ しかし, それにもかかわらず, 全ての文明世界の一致
した意見として, 健全な論理と精妙な発展の傑作を表すものとされている法体
系について一般的知識を得ることは彼にとって極めて有益であろう｡ 第一段階
でこのローマ法体系についての一般的な知識を獲得することによって, いつで
あれ, 彼の実務上の経歴が, 例えば, 教会裁判所, 海事裁判所, 植民地上訴事
件裁判所等で, ローマ法の学習を必要とするようになった場合に, より科学的
且つ効果的にローマ法を学ぶ準備となろう｡ しかしながら, この目的のために
は, ローマ法の提要と歴史を一通りざっと学ぶことが必要とされるだけで充分
であろう｡ イングランドの法曹にとって役に立つ科学的教育の正しい道は (も
し, 外国人が敢えてこの問題について意見を述べるなら), この偉大な目的は
常に尊重が払われてきたのであるが, すなわち, 科学的イングランド法曹を作
り上げる正しい道はおそらくはいかのごときものとなろう｡ 先ず第一に法のエ
ンサイクロペディア, 第二に法哲学, 第三にローマ法の提要と歴史, 第四に国
際法である｡ これらの予備的学習に続いて, 次に大学か法学校でのイングラン
ド法及びその全法分野に亙る内容豊かで, 総合的且つ体系的な教育が行われる
ことになろう｡ 私の考えでは, 上記法分野は四つの科目から構成されることに
なる｡ 即ち, 第一に民事法乃至私法, 第二に刑事法, 第三に憲法, 第四に訴訟
手続法である｡ しかしながら, この履修課程は教育の基礎として役立つような
優れた体系的学習の手引を作成することによってのみ効果的なものとすること
ができる｡ もし, このような本がない場合には, そうした手引書の作成と出版
に当面の注意を注ぐことが第一義的に重要である｡｣
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51. グナイスト博士はドイツ的プランに基づく, より広範な学習体系を推奨す
るだろう｡ 彼は自発的学習制度の唱道者であって, 以下の講義履修課程は, 彼
が指示しているのではなく, この原則に基づいて, 我々の法学校に推奨するで
あろうものである｡
1. 『イングランド法のエンサイクロペディア』, ブラックストンの釈義の当
初の形態に従う｡
2. ローマ法の 『歴史と提要』, ドイツの標準的著作に従う｡
3. イングランド法史, 概要化されたもので, リーヴズ, ハラム, ヘイル等
の優れた素材から編纂されたもので, 中世の古ゲルマン法も含む｡
4. 『不動産法』, ドイツ私法とともに考察する｡
5. 『衡平法の歴史, 一般原理, 及び法実務』｡
6. 『カノン法』 素描, イングランド教会の状況とその裁判管轄権と関連づ
けて｡
7. イングランドの 『現行憲法』, 19世紀立法についての一般的見解を含む｡
8. 刑事法｡
9. 刑事訴訟手続と医事法｡
10. 国際法｡
11. 指導的先例, 訴答理論, 証拠法等｡
12. 政治経済学｡
彼の提案ではこれらの科目は全て分析的方法で, その科目及び科目間の相互
関係についての哲学的観点の下で扱われねばならず, 漫然と, もしくは特別な
部分に関してではなく, 全般的且つ実質的に扱われねばならないのである｡
52. グナイスト博士との会話で折りに触れ語られた二, 三の所見を以下に付け
加えておく｡
1. 試験の有用性について：試験は才能を伸ばし, 勇気づけ, 全ての階層の
学生の大志を刺激する｡ 試験ではあらゆることを課すことができるが, 適性に
関してはほとんど決定できない｡ 適性は現実の法実務によってのみ試されうる｡
2. イングランドの教育は貴族主義的であり, 貧民は排除されている｡ ドイ
ツでは農民の息子も, 大臣の息子も学問, 昇進双方において均等の機会を有し
グ
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
報
告
(
一
八
五
四)
に
み
る
ド
イ
ツ
諸
邦
の
法
学
教
育
・
法
曹
養
成
制
度
74(942) 法と政治 70巻 3号 (2019年 11月)
ている｡
3. 現在ではローマ法はドイツにおける体系的形式に帰せられた唯一の法制
ではない｡ 旧ドイツ普通法も体系的に要録されてきており, 現在では体系的に
学ばれている｡ この法は多くの点でイングランドのコモン・ローと非常に密接
に類似した基礎に基づいている｡ 双方とも同じ源 (例えば古アングロ－サクソ
ン法) から発しており, 多くの共通の法律用語, 法原理を持っている｡ グナイ
スト博士はイングランドのコモン・ローも同様に取り扱われ得ると疑わない｡
4. イングランドのコモン・ロー裁判所と衡平法裁判所を融合しようとする
いかなる企画についても不適切だと考えている｡ ドイツの裁判所はしばしば衡
平法的考慮から通常法を厳格に分離することの困難を経験してきた｡ そのこと
は民事事件において, 陪審に審理させるのに適した適切な事実問題の争点に達
することの困難さのために, 陪審審理の極めて大きな障害となった｡ 彼の考え
では, 裁判官を指導する厳格な法準則が必要で, 大法官裁判所の衡平法裁判管
轄権は融合することなしに, 実質的に拡張されねばならないと考えている｡
この紳士 [グナイスト] はイングランド法学について非常に広範で全般的な
知識を有しており, 現在, ベルリン大学の学生に向けて入念に仕上げられたイ
ングランド憲法に関する一連の講義に取り組んでおられ, 親切にも印刷された
講義概要を贈っていただいた｡
本報告を編纂した資料は, 以下の紳士に提出した文書での質問への手稿の回
答から成っている｡
1. ルドルフ・グナイスト博士, ベルリン大学公法教授 (英語)
2. L. A. ヴァルンケーニッヒ博士, チュービンゲン大学法学教授 (仏語)
3. ミッテルマイヤー博士, ハイデルベルグ大学法学教授 (独語, 翻訳原稿)
4. v. ヴァンゲロウ博士, ハイデルベルグ大学法学教授 (独語)
5. v. ヴァーロフ博士, ハイデルベルグ大学法学教授 (独語, 翻訳原稿)
上記, 文書情報のほかに, この偉大な國の大部分の法学教育体制とその結果に
ついて実務を通して通じている他の紳士方との会話を通してえられた若干の事
柄を挿入してある｡
(署名) トーマス グリーンウッド
グレイ法曹院 1854年12月２日
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(１) 穂積陳重に倣って ｢法学通論｣ と訳した｡ 次項ベルリン大学カリキュラムを穂積の受
講した188081年のカリキュラムと比較してみるのも面白いかもしれない｡ 穂積重行 『明
治一法学者の出発』 (岩波書店, 1988) 2323 頁｡ 穂積の ｢法学通論｣ への関心の強さは,
帰国後, 東京大学法学部の一年次の新設科目に加え自ら担当したことにも表れている｡ 前
掲書, 273276頁｡ このエンサイクロペディアという法学教育方法はイギリスでも1846年
の法学教育議会特別委員会で注目されており, 法学生は ｢通常, その科学の概要乃至
‘Encyclopedia’ (方法論) と名付けられる, 他の全ての学問分野に共通なものからはじめ
る｡ これは, 必修ではないが, かなり有益である｡ …… ‘Naturrecht’ (自然法乃至法理哲
学)｣ がそれに続く……これらの講義は, 頻繁に様々な国の実務に言及することによって,
法学の抽象原理を描き出し, 学生に, 少なくとも, その哲学の一般的考えを与えるように
計算されている｣ と紹介されている｡ cited in Wilfrid E. Rumble, The thougt of John Austin :
Jurisprudence, Colonial Reform, and the British Constitution (Athlone Press, 1985) p. 33.
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